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はじめに
2001年10月東京都北区西が丘にトップスポーツ
における医学､科学､情報面からのサポートと研
究を行う我が国初の専門機関として､国立スポー
ツ科学センター(以【円ISS)が設立された｡さらに
JISSは､競泳､シンクロナイトスイミング､射撃､
レスリング､フェンシング､ボクシング､ウエイ
トリフティング､器械体操等の専用練習会場を備
えミニ･ナショナルトレーニングセンターとしての
機能も兼ねている(2008年1月､隣接してナショナ
ルトレーニングセンター中央拠点が設立されたた
め多くの種目が移転した)｡
開所から様々なサポート活動と研究成果につい
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ては､これまでの報告からも明らかにされているl)0
しかし､ JISSを利用している競技団体は､施設使
用に関して多くの改善点を指摘しているul)0 JISS
の最高意思決定者であるセンター長にも各要望が
届けられているにも関わらず､改善に時間を要し
た理由は､ JISSが(独)スポーツ振興センター(以
卜NAASH)の一部門であり､ JISS独自で意思決定
できる裁量が狭いためだと推察できよう｡
NAASHは､独立行政法人であるため全ての取
り決めの根幹に(独)スポーツ振興センター法があ
り､これに則って組織が編成され業務の遂行が行
われている｡例えば､(独)スポーツ振興センタ一
法第2条第7章によれば､ NAASHの意思決定者で
ある理事長および理事の定数が明確に記載され
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ている｡開所から現在までJISSセンター長は､
NAASHにおいて理事でなかったことが､ JISS内
での施設利用に関する規定等をセンター長の権限
で改善することができなかったことと関係してい
ると考えられる｡しかし､競技力向上のため日々
極限までトレーニングを行っている競技者として
は､施設利用に関して改善点があれば早急に対応
して欲しいと考えるのは当然であろう｡もちろん
JISSとしても自助努力により､少なからず改善を
してきたことは言うまでもない｡ただ､改善のス
ピードが利用する競技団体の求めるものと明らか
な差があったことも事実であるYn)｡
問題を根底から解決するための具体策として
は､ (独)スポーツ振興センター法を改定LJISSセ
ンター長をNAASHの理事とLJISS内における権
限(人事権､予算執行権等)を持つようにするか､
JISSをNAASHから独立した組織にすることが必
要であろう｡しかし､法律はスポーツ界の中だけ
で改定することができない｡国における唯一の立
法権は同会にあり､国会の8つの権能の一つとし
て憲法の立法権(41条)が明記されている｡また､
立法には､議員立法と政府立法の二つがある2)｡
国会にはスポーツ界を応援するスポーツ議員連
盟注2)が超党派1il:i)で組織されていることから､ス
ポーツ界が法律の改正や制定を求める時には､議
員立法として成立させるように働き掛けることが
望ましいと考えられる｡最近ではスポーツ振興投
票くじ(以下toto)が､スポーツ議員連盟による議
員立法として提出され法案化されている3)｡しか
し､ totoは様々な議論の上でスポーツ界に財政的
な措置を行う目的で法案化されたにも関わらず､
現実的にスポーツ界への財政的な還元という目的
達成には至っていないのが実情である｡この間題
に関しては様々な要因があり､その一つとして考
えられることは､政策形成段階においてスポーツ
界の意見がL手く反映されていなかったのかもし
れない｡
本稿では､スポーツ政策という視点から課題解
決に向けた情報の活用に関する可能性について整
理することを目的とする｡
国会議員における政策形成機能
スポーツの現場における施設管理等の問題を根
本から解決するためには､文部科学省等から現行
のルールを変える手続きを行う必要がある｡しか
し､競技は体､個人で問題解決のために動いても
限界があることは周知の事実であろう｡そこで､
当事者の意見が正当である場合に限るが､民意を
繁栄させるために国会議員より国会において委員
会等榊)で質問を実施してもらうか､法律を改定す
るという政策を立案する必要がある｡
国会議員(衆議院議員､参議院議員)は､政策秘
書､第一秘書､第二秘書の3名を公設秘書として
国の予算で雇用することができる4)｡この他に私
設秘書は､何人でも雇用することができるが､財
源的な問題から一般的には雇用できる人数が限ら
れているのが現状である｡
政策秘書は､議員が国会における委員会等での
質問や政策を立案する上で関連する情報の収集と
分析､そして立案を行う役目を担っている｡しか
し､政策秘書が議員の質問や政策全般(1府12省
庁にまたがる政策)において､知識と情報の収集･
分析･立案能力に優れているということは難しい
と考えるのが妥当であろう｡議員と同様に､専門
分野が政策秘書にもあると考えられるからであ
る｡また､政策秘書は質問や政策の立案の他にも
他の秘書同様に多くの仕事を抱えている｡これら
のことから､専門以外での質問や政策立案に関し
ては､外部有識者の協力を得ることがより効率的
と考えられる｡
議員が質問や政策を立案する上では､国会内の
調査室､国会図書館､各省庁が関連の情報を収集･
分析し､提供する場合もある｡この場合において
も､政策秘書がそれらの情報を基にして政策を立
案することになる｡この様に政策形成には､様々
な形での情報が重要な役割を果たすことは言うま
でもない｡しかし､現在ではインターネットの発
達に伴い､大量の情報が世の中に溢れている｡こ
の中で適切な情報の収集･分析から政策を立案す
るためには､優れた人的､資金的な裏付けの基に
体系立ったシステムが必要となるであろう｡
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シンクタンクについて
現在､大統領選挙の予備選が行われているアメ
リカでは､それぞれの候補者にシンクタンクが付
き､大統領に当選した折にはそのシンクタンク出
身者が政府の高官となることは少なくない｡
日本におけるシンクタンク研究の第一人者であ
る鈴木は､シンクタンクの定義を｢民主主義社会
で､政策の執行者ではないが､アカデミックな理
論や方法論を用い､適正なデータに基づく科学的
な政策形成のための実効性ある政策的な助言や提
莱,政策の評価や監視等を行い､それらを通じて
政策形成過程に多元性と競争を生み､市民の政治
参加を促進し､政府の独占の抑制を図る｣組織で
あるとしている5)｡
アメリカは､民主党と共和党の2大政党制であ
ることは良く知られている｡アメリカにおいて政
府の政策立案には､民間シンクタンクが人きく関
与している｡例えば､共和党が政権を獲った場合
には､フーバー研究所､ヘリテージ財団等が政策
立案に関わり､民主党が政権を獲った場合には､
ブルッキングス研究所等が政策立案に関わる6).
これらのシンクタンクは､いずれも非営利団体で
ある｡
一万､ 500人以上の職員を雇用する日本の代表
的なシンクタンクとしては､三菱総合研究所､日
本総合研究所､大和総研､野村総合研究所等が
ある7)｡これらの日本の有力シンクタンクは､ほ
とんどが証券系と銀行系であることが理解できよ
う｡さらにこれらのシンクタンクは株式会社であ
る点も見逃せない事実である｡以上のことから､
日本とアメリカではシンクタンクの位置付けの違
いが浮き彫りとなる｡
小原によれば､政策の立案は良質な情報を多く
収集し､取り巻く環境を分析しつつ､それをいか
に自己のアイデア･考えに組み込み､構想･計画
としてまとめあげるというプロセスであり､シン
クタンクが政策を提言するための研究方法として
は､自主研究と受託研究の二方法がある8)｡しかし､
受託研究では､資金を提供する産業界や政府等の
批判や否定的な意見を出すことは困難であること
は十分想像できよう｡同様に､これまで日本にお
いて政策を立案するのは､官僚の仕事とされてき
たこともシンクタンク機能が円本に根付かなかっ
た理由の一つであろう｡
ところで､国内のシンクタンクを網羅している
総合研究開発機構(以下NIRA)発行のシンクタン
ク年報20047)の専門分野一覧によれば,国土国民,
福祉(福祉･医療･教育)､交通､通信(通信･情
戟)､資源､環境､政治(政治･行政)､産業､国際､
文化(文化･芸術)､科学が区分けされ記載されて
いるが､ここにスポーツの分野はない｡もちろん､
各シンクタンクが刊行している報告書を調査すれ
ばスポーツに関する情報がまったく無い訳ではな
いだろう｡重要なことは､シンクタンク年報に専
門分野としてスポーツが項u立てられていないこ
とであり､このことは､官僚以外が政策を立案す
る上で情報量が極めて少ないことと何らかの関係
があると共に､スポーツの環境を阻害する大きな
問題なのかもしれない｡
国会におけるスポーツに関する質問
同会においてスポーツ関係の質問は､主に衆議
院文部科学委員会および参議院文教科学委員会に
おいて行われている｡質問の内容は多種多様であ
るが､これまでの質問の中でスポーツ省･庁を設
置するべきだとの質問が少なからず出ている(衣
1)｡昭和40年2月16日(火)第48回国会衆議院
体育振興に関する特別委員会における前田栄之助
理事から平成18年4月18円(火)第164回国会
参議院文教科学委員会における荻原健司委員まで
10名が類似の発言を行っている｡ただ､質問の内
容はそれ程深く核心に迫っているとは言えない部
分もある｡各委員会の発言の中で､ ｢例えばスポー
ツ省のようなものを･ ･ ･ ･｣との発言はあって
も具体的な施策を提示している訳ではない｡この
ことについては､これまで述べてきた様に､質問
をする上で情報量と人的資源の問題からスポーツ
の振興に関する核心的な部分まで踏み込んだ質問
になっていなかったのかもしれない｡さらに､政
治家は､政策立案と実行の面から直接的に国の方
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向性に関与することが出来るが､選挙があるため
本来最も重要である政策形成に没頭することが出
来ない点も考慮する必要があるのかもしれない｡
この点から考えればスポーツ政策を立案するため
には､スポーツに特化したシンクタンク機能が日
本に必要と考えられる｡
時代の流れとスポーツ政策
これまでの日本における主なスポーツの政策に
関する一覧をまとめてみた(表2)｡
日本は法治国家であり､憲法により国民の権利
が保障されていることは言うまでもない｡スポー
ツにおいても基本となる法律が､昭和36年(1961
午) 『スポーツ振興法』として設置され､日本にお
けるスポーツの位置付けが明確にされてきた｡そ
の後､スポーツ振興法は大きな改定が行われるこ
となく今日まで来たのが実情である｡しかし､オ
リンピックの民営化(1984年ロスアンゼルスオリ
ンピック)､Jリーグ(サッカープロリーグ)の設立､
アンチドーピングの推進に伴う世界ドーピング機
棉(WADA)と日本アンチドーピング機構(JADA)
の設立､スポーツ振興投票くじ(toto)の導入､さ
らには陸上競技の有森裕子(1992年バルセロナオ
リンピック銀メダリスト､ 1996年アトランタオリ
ンピック銅メダリスト)､や競泳の北島康介(2004
年アテネオリンピック金メダリスト)､陸上競技
の為末大(2004年アテネオリンピック代表)等の
プロフェッショナル宣言に代表されるように､プ
ロフェッショナルスポーツとアマチュアスポーツ
の境界線の解消等､様々な事象において世界と我
が国のスポーツを取り巻く環境は激変しているこ
とは承知の事実であろう｡これらのことから､ 47
年前に設置されたスポーツ振興法は､改定の時期
に来ていると考えられる｡
我が国におけるトップスポーツ政策は､スポー
ツ振興法の制定に始まり､ナショナルトレーニン
グセンターの設立までに粁余曲折しつつも､漸く
強化に関する基盤が整いつつあることが理解でき
る｡ただ､過去のスポーツにおける大きな変革の
時期に､スポーツ現場の声が政策形成者に届き政
策に活かされていたかどうかは定かではない｡
政策は､膨大な情報の収集と分析を繰り返し､
その中から必要なものだけを取り出し課題解決の
ための立案に至る｡これまで述べてきたように政
策形成のためには､人的資源と財源が必要なこと
は明白な事実である｡日本にはスポーツに関する
情報を政策形成に結びつけるための官僚以外の組
織がまだまだ少ないのが現状であり､スポーツを
専門とするシンクタンクは存在しない｡
スポーツ界に必要なシンクタンク機能
スポーツに関わったことのない者が､スポーツ
に関する政策を形成することが困難であることは
容易に理解できるであろう｡しかし､行政の専門
家がいない中での政策形成もまた有り得ない｡そ
こで､総合的なチームを編成することでスポーツ
という分野における政策の形成が吋能となるのか
もしれない｡チームを編成する上でスポーツ情報
に特化した専門集剛ま､スポーツにおける政策形
成の上でシンクタンクに成り得ると思われる｡そ
の点から言えば､ 2001年に設立された国立スポー
ツ科学センター情報研究部は､スポーツ界のシン
クタンク機能に成る可能性がある｡さらに､ (財)
日本オリンピック委員会強化育成本部の中には､
情報戦略部会が存在し､理事のシンクタンク機能
を果たしている9)｡しかし､公にスポーツにおい
てシンクタンクと呼べるものは現在ないのが事実
である｡
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表1国会議員における委員会質問
※体育省,青少年スポーツ省,スポーツ省,スポーツ庁に関する国会委員会発言
衆議院,参議院各委員会会議録より作成
◆昭和40年2月16日(火)第48回国会衆議院体育振興に関する特別委員会 
前田栄之助理事 
『体育省』の設置に関する発言 
※当時の文部大臣は河野一郎 
◆昭和48年2月23日(金)第71回国会衆議院文教委員会 
森喜朗理事 
『青少年スポーツ省』の設置に関する発言 
◆昭和63年2月27日(土)第112回国会衆議院予算委員会 
田中慶秋理事 
『スポーツ省』の設置に関する発言 
◆平成元年10月25日(水)第116回国会参議院予算委員会 
猪木寛至委員 
『スポーツ省』の設置に関する発言 
◆平成2年4月23日(月)第118回国会衆議院予算委員会第三分科会 
松前仰分科員 
『スポーツ省』の設置に関する発言 
◆平成2年12月18日(火)第120回国会参議院文教委員会 
小林正理事 
『スポーツ省』の設置に関する発言 
◆平成5年2月23日(火)第126回国会参議院文教委員会 
江本孟紀委員 
『スポーツ庁』の設置に関する発言 
◆平成8年2月22日(木)第136回国会参議院文教委員会 
江本孟紀委員 
『スポーツ庁,スポーツ省』の設置に関する発言 
◆平成9年11月19日(水)第141回国会衆議院文教委員会 
三沢淳理事 
『スポーツ省』の設置に関する発言 
※13省庁にまたがるスポーツ予算の一本化と町村大臣の文部省英語標記の発言 
◆平成18年4月18日(火)第164回国会参議院文教科学委員会 
萩原健司委員 
『スポーツ省』の設置に関する発言 
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表2　主要なスポーツ政策の流れ
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2001年 筈58ｸ8ｸ6h82     
国立スポーツ科学センター設立,JADA設立 
2006年 ﾈｸ69Xｻｸｮ馮ｸﾇh柯ﾊﾈ+R      
2007年 兌iYH怦ｧyYｹY*(:8ﾈ7ﾈｸ6z9/ﾋ       
2008年 h8x6ｸ6x8ﾈｸ6ｨ984ｨ985ｹﾙzx          
さいごに
本稿では､スポーツ政策という視点から課題解
決に向けた情報の活用に関する可能性について論
じてきた｡その中で､他分野におけるシンクタン
クを活用した政策形成は､スポーツ界にも十分参
考になることも理解できた｡しかし､日本におい
てスポーツは､他の分野と違いシンクタンクの中
に専門分野として区分けされてこなかった｡理由
は二つ考えられる｡ 1)ニーズが少ない｡ 2)専門
家がいない(人材養成機関がない)｡しかし､今日
ではスポーツは､一般紙においても紙面を大きく
割くことを知らない者はいない｡さらに､駅やコ
ンビニエンスストアーにおいては､スポーツ新聞
を置いていない所はない｡この様に現代において､
スポーツは生活の一部であり､なくては成らない
ものと成っているはずなのである｡そこで､様々
な課題解決やスポーツに関する政策形成のために
もスポーツに特化したシンクタンクを設置する必
要があると考えられる｡
本稿では､ 2007年の文部科学副大臣による｢遠
藤レポート｣と､その後の自民党内における｢スポー
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ツ立国調査会｣､およびスポーツ議連による｢新ス
ポーツ振興法制定プロジェクトチーム｣に関する
動向には触れていない｡これらについては､改め
て研究し報苦したいと考えている｡
注
注1:レスリング､ウエイトリフティング､体操､
シンクロナイトスイミング､競泳からの個
別ヒアリングより｡
注2 :略称を｢議連｣特定の政策テーマごとに形成
される国会議員による任意集団､規約や役
員等の団体としての組織形態を有する｡
注3 :党派を超えた議連｡
注4:衆議院の常任委員会は､国会法に規定され
た常設の委員会で､現在､17の委員会がある｡
参議院の常任委員会は､国会法に規定され
た常設の委員会で､現在､16の委員会がある｡
この他､両院とも特別委員会､政治倫理審
査会等がある｡
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